
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人口1人当たり地方債現在高 [569,829円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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呉市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　景気の低迷等による市税収の伸び悩みに加え，財政基盤の弱い町との合併による影響で，類似団体の中では低位に位置している。こ
のため，企業の誘致等による税源のかん養と平成１８年３月に策定した第２次呉市財政健全化計画に沿って，行財政運営の効率化や税
収等の収納率の向上，受益者負担の見直し等による自主財源の確保に取り組み，財政基盤の強化に努める。
【経常収支比率】
　市税収の伸び悩みと地方交付税が減少する一方で，義務的経費（人件費，扶助費，公債費）が増加しており，財政の硬直化が進んでい
る。このため，平成１８年１月に策定した第２次呉市定員適正化計画の実施による人件費の削減や市債の借入の抑制による公債費の抑
制，また，負担金や補助金をはじめとした各種事務事業の見直しを継続的に実施し，経常経費の抑制に努める。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　類似団体の中で最も高い数値となっている。これは，人件費が大きな要因であり，第２次呉市定員適正化計画の実施による職員の削減
をはじめとした行財政改革への取り組みを進め，歳出の削減に努める。
【ラスパイレス指数】
　平成１８年４月１日現在のラスパイレス指数は類似団体をやや下回っているものの，前年度に比べ＋１．１となっている。これは，合併に
よる給与格差を解消するための調整措置が影響しているものと考えられる。
　なお，平成１８年度には給与構造改革として，給料表の見直し，職務・職責に応じた級構成の再編や枠外昇給制度の廃止などの措置を
講じたところであり，今後のラスパイレス指数の変動に注視しつつ，適正な給与制度の確立に努める。

【人口１人当たり地方債現在高】
　近年の大型事業（呉市総合体育館，クリーンセンターくれ，呉市海事歴史科学館など）の集中や合併８町の地方債の引き継ぎなどにより，
地方債現在高が増嵩した。このため，新規の市債の借入については，抑制を基本とした財政運営を行っていく。なお，平成１９年度当初予算
において，市債の抑制に努め，平成１８年度から２年連続で基礎的財政収支（プライマリーバランス）の黒字化を実現した。
【実質公債費比率】
　平成１７年度の数値は類似団体をやや上回った程度であるが，過去に借り入れた市債の償還により，今後上昇が見込まれる。このため，
市債の借り入れについては，抑制の方向で臨むこととし，市債を活用して実施する投資的事業については，後年の財政負担を考慮し計画的
に実施する。なお，事業実施に際しては，辺地・過疎対策事業債や合併特例事業債など，財源的に有利な市債を有効に活用していく。
【人口1,000人当たり職員数】
　類似団体との比較では，最も高い数値となっているが，呉市は保健所設置市であることや重要港湾呉港の港湾管理者となっていることな
どもその要因の一つとなっている。しかしながら，平成１５年度及び平成１６年度において近隣８町を編入合併したことより，一時的に増大し
た職員数の適正化が喫緊の課題となっており，第２次呉市定員適正化計画において，平成２２年度までに呉市全体（交通，水道等を含む）の
職員数を１１．１％（３５１人）削減する目標を掲げており，引き続き職員数の適正化に努めることとしている。


